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60 歳以上の高年齢労働

者が安全で安心して働く

ことのできる職場環境の

整備を促進し、高年齢労働

者の労働災害の防止と新型コロナウイル

ス感染防止のために設備等の改善や健康

確保のための措置、安全衛生教育の実施等

を行った場合、経費の一部を補助する「エ

イジフレンドリー補助金」があります。補

助金額は、職場環境改善に要した経費の１

／２（上限 100 万円）です。 
対象となるのは、申請の時点において

60歳以上の高年齢労働者を常時1人以上

雇用する中小企業事業者です。以下のよう

な職場環境改善対策が補助対象となりま

す。 
【働く高齢者の新型コロナウイルス感染予防】 

・介護における移乗介助、入浴介助の際の身体的負

担を軽減する機器 

・熱中症の初期症状等の体調の急変を把握できる

小型携帯機器（ウェアラブルデバイス）による健

康管理システムの利用 

・飛沫感染を防止するための対策（使い捨てマスク

等の消耗品、ビニールカーテン等の仮設の設備

は対象外） 

【身体機能の低下を補う設備・装置の導入】 

・通路の段差の解消（スロープの設置等）、階段に

手すりの設置 

・床や通路の滑り防止対策（防滑素材の採用、防滑

靴の支給） 

・危険箇所への安全標識や警告灯等の設置 

・業務用の車両への自動ブレーキ又は踏み間違い

防止装置の導入 

・熱中症リスクの高い作業がある事業場における

休憩施設の整備、送風機の設置 

・体温を下げるための機能のある服 

・不自然な作業姿勢を改善するための作業台等の

設置 

・重量物搬送機器、リフト 

・トラック荷台等の昇降設備 

・重筋作業を補助するパワーアシストスーツ 

【健康や体力の状況の把握等】 

・体力チェック 

・運動、栄養、保健指導等の実施（健康診断、歯科

検診の費用を除く） 

・保健師やトレーナー等の指導による身体機能の

維持向上活動 

【安全衛生教育】 

・高齢者の特性を踏まえた安全衛生教育 

＊労働者個人ごとに費用が生じる対策（ウェアラブル

デバイス、防滑靴、体力チェックなど）については、

雇用する高年齢労働者の人数分に限り補助対象とな

ります。 

 この補助金は、事前に交付申請が必要で

す。物品の購入など職場環境の改善に取り

組む前に、計画書を作成し見積書等と一緒

に提出し申請します。交付決定の通知到着

後、物品の購入等の取り組みを行い、費用

を支払います。その後、実施報告書と納品

書や領収書を提出し、費用の請求をします。 

【育児休業給付金のみ

なし被保険者期間の特

例について】 
＊令和 3 年 9 月 1 日施行予定 

育児休業給付金では、みなし被保険者期

間が休業開始前 2 年間に 12 か月以上あ

ることを要件としています。このみなし被

保険者期間は、被保険者が育児休業を開始

した日を起点として算定していますが、出

産日に応じて育児休業開始日が定まるこ

とから、タイミングによってはみなし被保

険者期間の要件を満たさず、育児休業給付

金が受給できない場合がありました。今回、

雇用保険法の改正により、育児休業開始日

を起算とし、要件を満たさない場合は、み
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８月１２日（木）から 

８月１５日（日）まで 

夏季休暇とさせていただきます。 

＊なお、オリンピックに伴う祝日移動に

より、９日は休業、１１日は営業日とな

ります。 

よろしくお願いいたします。 

なし被保険者期間の起点を「産前休業開始

日」とすることが可能となります。 

【高年齢被保険者の特例について】 
＊令和 4 年 1 月 1 日施行予定 

 雇用保険は1週間の所定労働時間が20

時間以上なければ被保険者となることが

できませんが、65 歳以上の労働者を対象

に 2 つの事業所の労働時間を合算して、1

週間の所定労働時間が20時間以上となれ

ば雇用保険を適用する制度が施行されま

す。 

 通常の雇用保険の手続きは会社が行い

ますが、この特例では、労働者本人がハロ

ーワークで手続きをすることになります。

具体的な手続きについては公表されてい

ませんが、事業主の証明などが必要となっ

てくる可能性があります。詳細がわかりま

したら事務所ニュースでお伝えします。 

Q&A なぜなにどうして？ 
Q: 従業員が新型コロナウイ

ルスに感染し、２週間ほど仕事  

を休んでいました。傷病手当

金の申請を予定していますが、

自宅療養のため病院から労務不能の証明

がもらえないと言っています。この場合、

申請はできないのでしょうか？ 

A:健康保険の被保険者が、業務災害以外の

理由により新型コロナウイルスに感染し

ている場合には、療養のため労務不能とな

った期間について、傷病手当金を申請する

ことができます。 

 傷病手当金の申請には、労務不能期間に

ついて医師の証明が必要となっています

が、新型コロナウイルス感染症の場合、医

師の証明がもらえないケースがあるよう

です。 

 協会けんぽ千葉支部では、次の書類を添

付することにより、医師の証明に代えるこ

とができるとしています。 

ⅰ 療養状況申立書 

ⅱ 就業制限通知書 

ⅲ 就業制限解除通知書 

 ⅱ、ⅲの通知書は、保健所が発行してい

ます。各保健所によって発行の取り扱いが

異なるため、すべての保健所が同じ対応を

しているとは言えませんが、通知書は自動

的に自宅へ郵送されていることが多いよ

うです。（解除通知書は本人からの請求が

必要というケースもあります。）但し、保健

所の処理に時間がかかるため、到着までに

1 か月ほど時間がかかっているようです。 

ⅰ療養状況申立書には、症状の経過や自

宅での療養状況を記入しますが、ⅱ及びⅲ

の保健所が発行している通知書によって、

傷病手当金の請求期間が就業制限されて

いたことがわかれば添付は不要です。病院

を受診する前に発熱等の症状があり、仕事

を休んでいた期間など、保健所が就業制限

をしていない期間について請求する場合

に必要となります。 

＊この取り扱いは、協会けんぽ千葉支部へ

確認したものですので、他の健康保険組合

等では、上記の取り扱いと異なる場合があ

りますので、ご留意ください。 

 

 また、国民健康保険（後期高齢者医療制

度を含む）の加入者のうち、新型コロナウ

イルスに感染または発熱などの症状で感

染の疑いがあり、仕事を休んでいる間就業

先から給与などの支払いを受けられない

方についても、特例的に傷病手当金が給付

されています。（個人事業主・フリーランス

等は対象外です。） 

 具体的な申請方法は加入している国民

健康保険によって異なりますので、市役所

の国民健康保険課などにお問い合わせく

ださい。なお、この特例措置は自治体によ

って取り扱いが異なりますので、ご注意く

ださい。 

《夏季休暇のお知らせ》 


